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13１

危険は順番にやってきます

危険は、この順番に私たちを襲ってきます。私たちは、こうした危険を順番に乗り越えていく必要が

あります。震災に対する備えや、そのときの行動も、この順番に考えていく必要があります。

命を落とす危険は、最初の危険

5つの危険の中で、命を落とす可能性が高いのは、最初の2つです。

・ 地面の揺れによる建物の倒壊と、家具の転倒

・ 拡大する火災に巻き込まれる

この2つを乗り越えれば、命を落とす危険は少なくなります。

最初の危険は、時間がない

地震で地面が揺れている時間は、短いもので10数秒、長いものでも3分程度と言われています。

また、建物の中では、火災やそれに伴う有害なガスは、思わぬ速さで広がります。

救援の到着にも、時間が必要です。誰かの指示を待ったり、相談する時間はありません。

すばやい判断と行動、そして、その場にいる人同士の協力が求められます。

防災、まちづくり

地震とともに私たちを襲ってくる「危険」

１ 地面の揺れ  弱い建物は倒れます。家具が倒れてきます。ガラスが割れます。

危険 命を落とす、生き埋めになる、ケガをする、家を失う

２ 火災が燃え広がる  初めは小さな火でも、消さない限り燃え広がります。

危険 命を落とす、家や財産を失う

３ が止まる  電気・ガス・上下水道・電話・交通機関が断たれます。

危険 家族や親戚と連絡が取れない、

通院や生活必需品の入手も困難になる

４ 不便な生活が続く 建物倒壊や火災によって自宅に住めなくなった場合は、避難所で

暮らすことになります。ライフラインの復旧に時間がかかります。

危険 集団生活の心労、さまざまなサービスが受けられない

５ 暮らしを復旧・復興する  自宅を再建したり、再び仕事を得る必要があります。

危険 心労、家計などの危険

■防災についての問い合わせ先

防災課 災害対策推進係 電話 3463-4475 FAX 5458-４９２３
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もし、渋谷区でマグニチュード７.３、震度６強の地震が発生した場合、死者１１６人、重傷者３７７人、負傷

者２,２０２人、全壊１,４６８棟、半壊４,７３２棟の建物被害が出ると想定されています。（２０１８年３月 

「渋谷区震災対策基礎調査」より） 

◇ 震度６強の地震が発生した場合 

避難所として指定されている

学校・公共施設等 

震度6弱以上の場合、避難所として開設します。 

震度5強の場合でも、被害の状況により、避難所として開設します。 

電 話 通信規制が行われます。 

公共交通機関 通行を停止する場合があります。 

ライフライン（電気・ガス・水道） 供給を停止する場合があります。 

道 路 
人命救助、消火活動などに従事する緊急車両の通行を優先させるため、

交通規制が行われます。 

医療体制 震度５強以上の場合、区内13箇所で緊急医療救護所が開設されます。 

 

渋谷区地震防災マップ（揺れやすさ・地域の危険度） 

区では、近い将来起こる可能性の高い東京湾北部首都直下地震(マグニチュード7.3)を想定し、地表面

の揺れやすさと建物倒壊危険度を7段階に分けて地図上に表示した「渋谷区地震防災マップ」を作成し

ています。 

■問い合わせ先  防災課 災害対策推進係  電話 3463-4475  FAX 5458-４９２３ 

 

 

 

自宅を安全な空間に 

地震の揺れの中で何か行動を起こすことは困難

です。命を守るためには、あらかじめ、備えてお

くことが必要です。自宅の寝室など、最も多くの

時間をすごす場所を安全な空間にすることから、

備えを始めましょう。 

飲料水や食料などの備蓄 

最低3日分、できれば1週間の食料・飲料水・簡易

トイレを備蓄しておくと安心です。 

薬や生活必需品も、余裕をもって 

常時服用している薬や補装具なども、予備があ

れば安心です。阪神淡路大震災では、補聴器の

電池が手に入らず、苦労した方もいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 家屋の耐震診断 133ページ 

・ 家具の転倒防止、窓ガラス飛散防止 134ページ 

・ 消火器・防災用品の準備 135ページ 

・ 住宅用火災警報器の設置 136ページ 

 

 

 

日頃の備え 

首都直下地震が発生すると 
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地震による被害の多くは、昭和５６年（１９８１年）以前の建築基準で建てられた建物です。 

建物の倒壊から身を守るためには、建物の耐震化を進める必要があります。 

区では、災害に強い安全なまちを目指して、耐震相談会の開催、専門家の派遣などを実施しています。 

 

 

木造住宅・マンションを問わず、一級建築士が、

耐震診断や耐震改修、建て替えなどの相談に応

じます。（相談には予約が必要です） 

■日時 毎月第3木曜日 14時～16時 

 ※ 詳しくはお問い合わせください。 

■場所 渋谷区役所本庁舎12階 

 

 

■対象建築物 

昭和56年（１９８１年）5月31日以前に建築工事

に着手している、渋谷区内の木造住宅 

■対象者 

対象建築物の所有者であること。 

■内 容 

区の登録を受けた専門のコンサルタント（一級建

築士）が、調査および診断書、耐震改修案の作成

を行います。 

■費 用 

無 料 

■手続き 

申請書に、建築物の所有を確認できる書類を添

えて、木密・耐震整備課 整備促進係に提出してく

ださい。※郵送可 

申請書配布場所：渋谷区役所本庁舎12階 

■申請期限 

毎年12月28日頃 

■その他 

診断結果に基づいて耐震改修を行う場合は、改

修費用および除去費用の一部について、助成を

受けられます。詳しくは、お問い合わせください。 

 

 

■対象建築物 

昭和56年（１９８１年）5月31日以前に建築工事

に着手している、区内の分譲マンション 

■対象者 

建物の区分所有等に関する法律に基づく管理組

合等 

■内 容 

アドバイザー（建築士、弁護士等）を派遣し、耐震

化（耐震診断、補強設計および耐震改修工事）、

建て替え工事に関するご相談に応じます。 

なお、1回あたりの派遣時間、同一建築物につい

ての派遣回数、相談する業種については、制限が

あります。詳しくは、お問い合わせください。 

■費 用 

無 料 

■手続き 

① 専門家の派遣を受けたい旨を、木密・耐震整
備課 整備促進係に連絡する。 

② 申請書に必要な書類を添えて、木密・耐震整
備課 整備促進係に提出する。※郵送可 

申請書配布場所：渋谷区役所本庁舎12階 

■申請期限 

毎年12月28日頃 

■その他 

診断結果に基づいて耐震改修を行う場合は、改

修費用および除去費用の一部について、助成を

受けられます。詳しくは、お問い合わせください。 

 

 

 

耐震に関するご相談 

■問い合わせ先  木密・耐震整備課 整備促進係 （区役所本庁舎12階） 

電話 3463-2647  FAX 5458-4918 

 

耐震相談会 

 

木造住宅耐震診断コンサルタント派遣 

分譲マンション耐震化促進アドバイザー派遣 
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大きな地震が発生したとき、建物が丈夫でも、家具が倒れてきて、その下敷きになることがあります。

そのことで、命を落とす、生き埋めになる、けがをする危険があります。特に、とっさの行動が難しい、

高齢の方や障がいのある方は、普段過ごす部屋の家具を、必ず固定しましょう。 

区では、65歳以上の方や障がいのある方がいるご家庭を対象に、無料で家具転倒防止金具を取り付

けています。一般向けには、家具転倒防止金具購入費用を補助します。また、防災用品のあっせんもし

ています。 

 

 

① 家具転倒防止金具の取付 

たんすや本棚などの家具に、家具転倒防止金具

(ベルト式、ストッパー式、ポール式)を取り付けます。 

※ 床や壁に金具をネジで止める場合があるので、
賃貸住宅にお住まいの方は、事前に所有者の

了解を得てください。 

② ガラス飛散防止フィルムの貼付 

食器棚や本棚などに、ガラス飛散防止フィルム

（透明の粘着フィルム）を貼り付けます。 

※ 窓ガラスへの貼付は対象外です。 

③ 家具の移動 

寝室や廊下などにある家具を、けがや通路のふ

さがりが発生しにくい場所に移動させます。なお、

次のいずれかに当てはまる場合は、対象外です。 

◇ 対象外となる家具 

・ 移動に階段を使う必要のある家具 

・ 分解しなければ移動できない家具（例：扉より
背の高いたんす） 

・ 中身を軽くするため、または壊れやすい物の保
護などのために、収納物を取り出す必要のあ

る家具（例：食器棚） 

・ 家具移動器材などでは移動できない、重たい
家具（例：ピアノ、飾り棚） 

・ その他、区の契約業者が現地を確認した際に、
移動作業が困難であると判断したもの。 

 

 

 

 

 

[ ①～③の共通事項 ] 

■対象世帯 

区内在住で、次のいずれかに当てはまる世帯 

区分1 65歳以上の高齢者のみの世帯 

区分2 寝たきりの高齢者がいる世帯 

区分3 
身体障害者手帳1～3級をお持ちの方

がいる世帯 

区分4 
愛の手帳1～3度をお持ちの方がいる

世帯 

区分5 
精神障害者保健福祉手帳1・2級をお

持ちの方がいる世帯 

■制 限   1世帯あたり家具3つまで 

■費 用   無 料 

■手続き 

郵便ハガキに必須事項を書いて、郵送してくだ

さい。また、電子申請も受け付けています。詳し

くは、区のホームページからご確認ください。 

◇ ハガキの場合の記入事項 

・ 宛 先 〒150-8010 （住所不要） 

 渋谷区役所 防災課 

・ 申込年月日 

・ 住所（区内に限る） 
・ 氏名（フリガナ） 
・ 対象区分(区分1～5のいずれか) 

・ 電話番号 

・ 連絡希望時間帯 

・ 「家具転倒防止金具取付・家具移動申込書」と
明記 

■問い合わせ先 

防災課 災害対策推進係 (区役所本庁舎8階) 

電話 3463-4475  FAX 5458-４９２３

家具の転倒防止 

家具転倒防止金具の無償取付等 （高齢者・障がい者のいる世帯向け） 
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■対象世帯 

区内在住で、家具転倒防止金具を購入した世帯 

■助成制限 

1世帯あたり1回まで。上限額10,000円 

■対象費用 

自らが居住する住宅で、次の家具等に取り付け

た家具転倒防止金具等の購入費用 

・ 地震で転倒する恐れのある家具（たんす、食器
棚、本棚等の床置き型の家具、冷蔵庫、テレビ） 

・ 窓ガラスや、食器棚や本棚に付随するガラス
など、地震で飛散する恐れのあるもの。 

・ 天井吊り下げ式照明器具など、地震で落下す
る恐れのあるもの。 

■申込方法 

次の①～③を防災課に提出してください。 

様式は、区のホームページに掲載しています。 

① 申請書 

② 請求書兼口座振替依頼書 

③ 家具防止金具等の内容が記載された領収書 

※ 郵送の場合、下記宛先にお送りください。 

〒150-8010 (住所不要) 渋谷区役所 防災課 

■問い合わせ先 

防災課 災害対策推進係 （区役所本庁舎8階） 

電話 3463-4475  FAX 5458-４９２３ 

 

 

 

 

 

申請書持参、ハガキ郵送、FAX、電子申請の方法

で随時受け付けています。薬剤詰め替え時期の

目安は、おおむね購入から5年です。 

◇ ハガキの場合の記入事項 

・ 宛 先 〒150-8010 （住所不要） 

 渋谷区役所 防災課 

・ 申込年月日 

・ 購入種類(器種・型式・メーカー名) 

・ 本数 

・ お届け先の住所（区内に限る） 
・ 氏名（フリガナ） 
・ 電話番号 

・ （消火器購入に限り）古い消火器を有料で引
き取ります。ハガキに「引取希望」と明記して

ください。（引き取りのみの申込は不可） 

ＦＡＸの場合 

区のホームページで公開している申込書を印刷

して、必要事項を記入し、防災課（FAX：5458-

4923）に送信してください。 

 

 

下記必須事項を記入のうえ、ハガキまたはFAX

で受け付けています。防災用品の種類・価格につ

いては、区のホームページからご確認ください。 

（防災用品の例） 家具転倒防止器具、非常食、手回

しラジオ、ヘルメット、携帯トイレ、ドライシャンプー 

必須 

事項 

・ お届け先の住所（区内に限る） 

・ 氏名（フリガナ） ・ 電話番号 

・ 品名   ・ 数量 ・ 金額 

■宛 先 

〒125-0042 葛飾区金町2-8-20 

東京都葛飾福祉工場「渋谷区防災用品あっせん係」 

FAX 3608-5200 

※ハガキの送付先は、渋谷区役所ではありません。 

申し込みから3週間程度で、直接ご家庭に届きま

す。配達されたときに、商品と引き換えに代金を

お支払いください。 

 

 

 

一般向け家具転倒防止金具購入費用補助 

消火器・防災用品のあっせん 

消火器の購入・薬剤詰め替えのあっせん 防災用品のあっせん 

■問い合わせ先 

防災課 災害対策推進係 電話 3463-4475  FAX 5458-４９２３ 
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火災は、煙や炎を見たり焦げ臭いにおいを感じたりして気づくことがほとんどですが、就寝中などは、

火災に気づくのが遅れてしまいます。そこで、火災の煙や熱をすばやく感知し、音や音声で火災発生を

知らせるのが住宅用火災警報器です。住宅用火災警報器は、火災の早期発見に大変有効です。

＊消防法で、すべての居室（居間、子ども部屋、寝室

等）、階段、台所の天井または壁に、住宅用火災警報

器を設置することが義務づけられています。(浴室、

トイレ、洗面所、納戸、自動火災報知設備やスプリンク

ラー設備を設置している部屋は除く。）

＊耳の不自由な方向けには、住宅用火災警報器と連動

し、光や振動で火災を知らせる装置もあります。

■定期的な点検・お手入れをしましょう

・ 取り付け後は、正常に作動するか、月1回点検しましょう。

・ 警報器にホコリが付くと火災を感知しにくくなります。年に1回は、乾いた布で拭き取りましょう。

※ 警報器の内部に水が入ると、故障の原因になりますので、ご注意ください。

・ 台所に取り付けた警報器は、油や煙などにより汚れがつきます。汚れがついたときは、家庭用中性

洗剤を浸して十分絞った布で、軽くふき取ってください。

■問い合わせ先 渋谷消防署 警防課 防災安全係 （地域防災担当）

電話 3464-0119 FAX 3464-0143

必須事項を記入のうえ、ハガキ、FAX、電子申請

で受け付けています。火災警報器の種類・価格に

ついては、区のホームページからご確認ください。

◇ ハガキの場合の記入事項

・ 宛 先  〒150-8010 （住所不要）

渋谷区役所 防災課

・ 申込年月日

・ お届け先の住所（区内に限る）

・ 氏名（フリガナ）

・ 電話番号

・ 購入製品名、個数

・ 取付作業希望の有無（有料）

■その他費用

送 料

申込み1件につき税込１,４３０円

(機器代の合計金額が２０,０００円

以上の場合は送料無料)

取付作業費

（希望者のみ）

1個につき１,５００円（税込）

3個以上の場合は、3個目から、1個

につき１,０００円（税込）

■問い合わせ先

防災課 災害対策推進係 （区役所本庁舎8階）

電話 3463-4475 FAX 5458-４９２３

業者による点検は必要あ

りません。定期的に点検

ボタンを押すなどで、作

動確認を行いましょう。

「ピッ･･･ピッ･･･」と音が鳴

ったり、ランプが点滅する

のは、故障や電池切れのサ

インです。

メーカーでは、最大10年を目安に本体交換をおすすめしています。

住宅用火災警報器の設置

住宅用火災警報器のあっせん

子ども

部屋

居間

階段 寝室

台所
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災害発生時には、防災行政無線、電話、メール、スマートフォンアプリ、ポータルサイトなどのさまざまな

媒体により、防災情報（避難情報や避難所開設情報など）を速やかに発信します。 

 

 

 

 

 

災害発生時には、防災行政無線で、避難指示などの重要な情報を伝えます。 

防災行政無線の放送内容は、放送後24時間以内であれば、下記のいずれかの電話番号から確認する

ことができます。（利用には通話料がかかります） 

■専用電話番号 電話 3498-7211、3498-7212、3498-7213 

 （いずれの番号にかけても、確認できる放送内容は同じです。） 

 

 

区内で発生した犯罪や安全・安心に関する情報、区内外の災害情報や各種防災情報を、メールで配信す

るサービスです。 

配信を希望する情報、受信する時間を任意に設定することができます。登録時に「防災行政情報」にチ

ェックを入れておくと、避難所や避難指示に関する情報がメールで配信されます。 

[ 専用サイトから登録する方法 ] 

専用サイトから、配信するメールアドレス、

配信を希望する情報を登録してください。 

▼専用サイトQRコード 

 

 

[ 空メールを送信して登録する方法 ] 

『t-shibuya@sg-m.jp』に空メール（題名

や本文の入力不要）を送信してください。 

空メール送信後に届くメールの案内にしたが

って、配信するメールアドレス、配信を希望す

る情報を登録してください。 

 

 

 

 

災害発生時に、事前に登録した電話番号に、渋谷区が発信する防災情報（避難情報や避難所開設情報

など）を電話でお届けするサービスです。 ※ 自動音声による電話案内です。 

■対 象 区内在住でインターネット利用に不安がある方 

■発信方法 下記の電話番号から、登録した電話番号に情報を発信します。 

 電話 050-3085-3483、050-3066-5601 

※ 登録する電話番号は、固定・携帯どちらでも可能です。 
※ 上記の番号に電話をかけることでも、防災情報を確認することができます。 

■利 用 料 無 料 （上記番号に電話をかけた場合は、通話料が発生します。） 

災害発生時に避難情報を入手するには 

■問い合わせ先  防災課 災害対策推進係 （区役所本庁舎8階） 

電話 3463-4475  FAX 5458-４９２３ 

 

https://service.sugumail.

com/shibuya/member/ 

にジャンプします。 

 

① 防災行政無線の電話応答サービス 

② しぶや安全・安心メールの配信 

③ 災害時自動電話情報サービス「しらせる君」 
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■申込方法 申込書に記入し、FAXまたは郵送でご提出ください。 

 [申込書の配布先] 防災課（区役所本庁舎8階）、区内各出張所、地域交流センター 

■宛 先 FAX：5458-4923  郵送先：〒150-8010 （住所不要） 渋谷区役所 防災課 

■そ の 他 利用を中止する場合、区外に転出した場合、電話番号を変更した場合は、防災課災害対

策推進係（電話 3463-4475、FAX 5458-4923）までご連絡ください。 

 

 

渋谷区が発信する各種防災関連情報をリアルタイムに受信できる、

スマートフォン専用アプリです。（アプリのダウンロードは無料です） 

■主な機能 

・ 自由にコミュニティを作成し、家族や友達間で情報共有する。 
・ オフラインでも確認できる防災マップ 

・ 避難指示等の避難情報をプッシュ通知でお知らせ 

・ 避難所や帰宅困難者受入施設、医療救護所の最新情報の確認 

・ GPS機能、カメラ機能、音声認識機能による被害報告機能（災害

時のみ利用可） 

■入手方法 

下記QRコードから、アプリをダウンロードしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害発生時には、区内の

避難情報、公共交通機関

の状況、被害情報、気象

情報などを、渋谷区防災

ポータルに掲載します。

（音声読み上げ機能あり） 

防災に関する心構えや知

識、災害時どのような行

動をすれば良いのかにつ

いても、情報を掲載して

います。 

■防災ポータルURL   https://bosai.city.shibuya.tokyo.jp/ 

Android 用 

（Google Play） 

 

iOS 用 

（App Store） 

 

④ 渋谷区防災アプリ 

アプリのアイコン 

  

⑤ 渋谷区防災ポータル 
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揺れを感じたら 

身の安全確保 

揺れを感じたり、緊急地震速報を受けたときは、身の安全の確保を最優先に行動しましょう。 

丈夫なテーブルの下や安全な空間（ものが落ちたり倒れてこないなど）で様子を見ましょう。 

屋外で揺れを感じたら、かばんなどで、看板、ガラスなどの落下物から頭を守りましょう。 

ガラス張りの建物やブロック塀など、崩れ落ちる危険のあるものに近寄らないようにしましょう。 
 

揺れがおさまったら 

 ・火の元確認 

  揺れがおさまったら、あわてずに火の始末をしましょう。 

  もし、出火していれば、落ち着いて迅速に消火しましょう。 

 ・あわてない 

  転倒・落下した家具やガラスの破片などに注意しましょう。 

 ・出口の確保 

  すぐに避難できるよう、窓や扉をあけ、出口を確保しましょう。 

 ・正しい情報 

  ラジオやテレビ、区の防災行政無線等で正しい情報を得ましょう。 

 ・安否確認 

  家族や隣近所に住む人たちの安否を確認しましょう。 

・協力し合って 

倒壊した家屋や転倒した家具などの下敷きになった人、けがをした人、一人では逃げられない人が

いたら、近隣で協力し助け合いましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害時の心得 

渋谷区民防災マニュアルを配布しています 

区では、２０2０年３月に「渋谷区民防災マニュアル」を改訂して、

区内各戸に配布しました。発災時の行動、地震や風水害への備

え、防災地図など、防災に関する情報が一冊にまとまっています。 

(視覚障がいのある方向け音声コード付） 

■問い合わせ先  防災課 災害対策推進係 (区役所本庁舎８階) 

電話 3463-4475  FAX 5458-４９２３ 
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区の備蓄 

避難所には、当面必要な水・食料・マット・毛布・生活必需品などを備蓄しています。 

また、代々木公園応急給水槽には1,500㎥の飲料水が確保されるほか、避難所施設の受水槽なども活

用して飲料水を確保します。このほか、区内の米穀・製麺事業者や百貨店、飲料・食料メーカー等と協定

を結び、食料や生活必需品を確保します。

一時
いっとき

集合場所へ避難し、 

様子を見る。 

建物倒壊や火災などにより、自宅にいることが不安。 

自宅にとどまる。 

火災が燃え広がり、一時集合場所や自宅が危険。 

自宅や一時集合場所に 

とどまる。 

都立公園や大学などの 

避難場所へ避難する。 

建物倒壊、火災などの被害により、自宅に住めなくなった。 

居住場所が確保できるま

で、避難所で生活する。 
自宅で生活する。 

大地震発生 

 

はい 

はい 

はい 

いいえ 

いいえ 

いいえ 

Q 

Q 

Q 

一時
いっとき

集合場所 

災害の様子を見る、避難

場所へ避難するために一

時的に集合する場所で

す。公園や学校が指定さ

れています。 
 

避難所 

自宅に住めなくなってし

まった人が、一時的に生

活する場所です。区内小・

中学校などの33か所が

指定されています。 

（2021年11月末現在） 

避難場所 

燃え広がった火災から避

難する場所です。代々木

公園などが指定されてい

ます。 

大きな地震が発生したときの避難の流れ 
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■近隣に住む方々の助けが必要です 

大きな地震や火災などで、生き埋めやけが人が多く発生したときに、消防や警察などの機関は、すぐに、

すべての現場に出動することは困難です。そして、障がいのある方は、自分で身の安全を確保し、避難

行動に移ることが容易ではありません。家族はもちろん、近隣に住む方たちが、障がいのある方の安否

を確認し、避難行動を援助する必要があります。 

■最寄りの避難所までの経路確認を 

すみやかに避難行動をとるために、自宅や日中活動をする場所に近い避難所までの経路を確認してお

きましょう。 

■積極的に隣近所との交流を 

避難所では、まわりの人と協力する必要があります。普段から地域のイベントや防災訓練に参加して、

近隣に住む方との交流を図り、いざというときに協力しあえる関係を築くことが大切です。 

■障がい者サポートカードを活用しましょう （カードの詳細は68ページに掲載しています） 

緊急時にまわりに支援や配慮をしてほしいことがあれば、あらかじめサポートカードにまとめておき、

普段から携帯することで、避難所で、支援や配慮が必要なことを伝えやすくなります。 

 

 

災害時には、必要に応じて、支援が必要な方の生活の場として、区内の福祉施設を利用した二次避難

所を開設します。まずは近隣の避難所で生活を始め、そこでの生活が困難な場合に、二次避難所に移る

ことになります。 

■二次避難所の開設場所 

名 称 所 在 地 主な受入れ対象 

けやきの苑・西原 西原2-19-1 

高 齢 者 

あやめの苑・代々木 代々木3-35-1 

かんなみの杜・渋谷 神南1-8-6 

パール代官山 鉢山町3-27 

総合ケアコミュニティ・せせらぎ 西原 1-40-10 

ケアコミュニティ・原宿の丘 神宮前3-12-8 

美竹の丘・しぶや 渋谷1-18-9 

ひがし健康プラザ 東3-14-13 

ケアステーション笹幡  幡ヶ谷2-21-9 

杜の風・上原 上原2-2-17 

グリーンポート恵比寿 恵比寿3-36-5 

アライブ代々木大山町 大山町27-15 

障害者福祉センター はぁとぴあ原宿 神宮前3-18-37 

障がい者 生活実習所つばさ 幡ヶ谷3-39-1 

くるるえびす 恵比寿西2-13-5 

■問い合わせ先  防災課 災害対策推進係  電話 3463-4475  FAX 5458-４９２３ 

障がいのある方の避難行動のために 

二次避難所 
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区では、災害時に自ら避難することが困難であり、

特に支援を要する人を「避難行動要支援者」と定

め、避難行動要支援者名簿を作成しています。 

■名簿登録の対象となる人 

① 自動登録 （区が次の条件に該当する人を抽出し、名

簿に登録しています） 

・ 区内在住の単身世帯者で、要介護2以上の

要介護認定を受けている方 

・ 区内在住の単身世帯者で、身体障害者手帳
１・2級の交付（視覚障がい、下肢障がい、体

幹障がいに限る）を受けている方 

② 任意登録 （本人の意思に基づいて登録する「手上げ

方式」） 

・ 年齢、性別、世帯状況、介護度や障がい種別

などに条件はありません。家族と同居してい

ても、本人と家族の力だけでは避難が困難

な場合は、登録対象となります。 

・ 本人が一人で避難できると区が判断した場

合は、登録できません。 

・ 福祉施設の入居・入所者は登録できません。 

■登録方法 

避難行動要支援者名簿登録申請書に必要事項を

記入のうえ、郵送または持参してください。 

申請書は、区のホームページで公開しています。 

郵送先 〒150-8010 （住所不要） 

 渋谷区役所 防災課 

■名簿について 

名簿は、自主防災組織、民生委員、安心見守りサ

ポート協力員、地域包括支援センター、消防団、

消防署、警察署に提供し、情報を共有します。 

この名簿をもとに、一人ひとりの避難支援プラン

を作成することで、災害時の安否確認、避難の援

助などを迅速かつ確実に行うことができます。 

■問い合わせ先 

防災課 災害対策推進係 （区役所本庁舎8階） 

電話 3463-4475  FAX 5458-４９２３ 

 

 

 

 

 

 

 

災害発生時に、障がいがあること、支援が必要であることを周囲に知らせるための2種類のバンダナを

配布しています。 

■対 象  区内在住で、聴覚障がいのある方、またはその他の障がいがあり支援が必要な方 

■問い合わせ先  障がい者福祉課 福祉計画推進係  電話 3463-1922  FAX 5458-4935 

聴覚障がい者用                       その他の障がい者用 

               

防災バンダナの配布 

避難行動要支援者名簿 
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東京都福祉のまちづくり条例は、高齢者や障が

い者を含めたすべての人が、安全、安心、快適に

くらし、訪れることができるまちづくりを進める

ための条例です。

■整備基準への適合努力義務があります

条例では、建築物の整備基準を定めています。

整備基準は、適合を遵守しなければならない「遵

守基準」と、遵守基準よりも高い水準であり、適

合に努めなければならないとする「努力基準」と

に分かれています。

建築物（小規模建築物を含む）、道路、公園、公共

施設など、東京都が規則で定める「都市施設」と

して、この施設を所有し、または管理する者に、

整備基準への適合努力義務を課しています。

■新設・改修前に届出が必要な場合があります

都市施設のうち、東京都が規則で定める「特定都

市施設」の新設・改修（※）を行う特定整備主は、

工事に先立って、整備基準適合の届出が必要と

なる場合があります。届出は、着工日の３０日前

までに行ってください。

※ 増築、改築、大規模の修繕、大規模の模様替

えまたは用途変更。

■「東京都福祉のまちづくり整備基準適合証」を

交付します

新設・改修に限らず、都市施

設が整備基準（努力基準）に

適合していると認められる

場合は、施設所有者の請求

により、「東京都福祉のまち

づくり整備基準適合証」を

交付します。

■問い合わせ先

〇 特定都市施設設置工事計画（変更）届出書の

提出、整備基準適合の内容について

建築課 審査係 （区役所本庁舎11階）

電話 3463-2729 FAX 5458-4983

〇 整備基準適合証の交付について

障がい者福祉課 福祉計画推進係

電話 3463-1922 FAX 5458-4935

まちづくり

東京都福祉のまちづくり条例



144

防
災
、
ま
ち
づ
く
り

 

144 

 

渋谷駅周辺地区にある飲食店などの小規模施設

のバリアフリー化を推進するために、バリアフリー

整備費用の一部を助成します。 

■対象者 

建築基準法その他法令などに適合する建築物を

所有し、管理または占有している方で、かつ、税

の滞納がない方 

■対象設備 

・ 出入口 

・ 便所 

・ 敷地内の通路 

・ 手すり、簡易スロープ等 

■対象建築物 

次の要件すべてに当てはまる建物 

・ 建物が対象エリア内（渋谷駅周辺地区バリアフ
リー基本構想の重点整備地区内、または都市

再生緊急整備地域内）にある。 

・ 2009年9月30日以前から存在している。 

・ 大規模小売店舗立地法に属する建物ではない。 
・ 他に類似の補助金を受けていない。 
・ 医療等施設、物品販売業を営む店舗、飲食店、
サービス店舗等、自動車関連施設のうちのいず

れかに該当する。 

■申請金額 

整備費の2分の1を助成します。（上限額あり） 

建築物1つにつき、整備費助成は1回までです。 

項 目 上限額 

出入口、便所、敷地内の通路のうち、

2項目以上を整備した場合 
１００万円 

上記以外の場合 ５０万円 

■申請手続 

① 申請前に整備内容についてまちづくり第二
課まちづくり推進係(電話 3463-2943)に

相談予約をしてください。 

② 相談後、必要書類を準備して区に助成金の
申請をしてください。 

③ 区の担当者が整備する施設の現場確認を行
います。審査後、助成対象の適否について書

類で通知します。 

④ 交付決定通知書を受け取った後、施工業者
と直接工事請負契約を結んでください。 

⑤ 工事が完了したら完了報告と助成金の請求
を行ってください。 

⑥ 書類確認後、区は申請者に代わり、施工業者
に助成金を交付します。 

※ 申請者は、総整備費用から助成金を除いた
金額を施工業者へ支払ってください。 

■申請期間・工事完了期限 

申請期間 

毎年度4月1日から同年度1月15日まで 

工事完了期限 

申請日の属する年度の3月15日まで 

■問い合わせ先 

まちづくり第二課 まちづくり推進係 

（区役所本庁舎１２階）  

電話 3463-2943  FAX ５４５８-4918 

 

 

 

 

渋谷駅周辺小規模施設に対するバリアフリー化推進事業 


